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2 月号の巻頭インタビュー記事では、印刷インキ、有機顔料、PPSコンパウンドの製造・販売において世界トップシェ

アを誇る化学メーカー DICの化学物質管理の取り組みについてご紹介します。今回は、特に同社のグローバルな化学

物質管理体制を支えている情報管理システムCIGNAS（シグナス）の構築・運用をテーマとして、レスポンシブルケア部

において化学物質情報管理グループを率いる井上氏にお話を伺いました。

情報管理システムはもちろんのこと、法規制への対応、業務プロセス改革、教育活動等、DICにおける化学物質管理体

制の一端を垣間見ることができると思います。ご一読の上、是非ご参考になさっていただければ幸いです。

DIC における化学物質管理の取り組み
～情報管理システムの構築・運用を中心に～

DIC（株）
レスポンシブルケア部
化学物質情報管理グループ
グループマネジャー
井上　雅人 （いのうえ　まさと）

DICにおける化学物質情報管理システム
の構築・運営の中心人物である井上氏

DICの事業紹介

――　本日はDIC様の化学物質管理について、システ

ム構築のお取り組みを中心にお話をいただきたいと考

えております。どうぞよろしくお願いいたします。は

じめに、御社の事業についてご紹介をいただけますで

しょうか。

井上　DICは 1908 年に印刷インキの製造販売会社と

して創業されました。現在は、印刷インキをはじめ、

有機顔料や合成樹脂をベースとして事業範囲を拡大

し、素材から加工品、ソリューションに至る広範な事

業、製品を展開しており、連結では 2 万を超える従業

員を抱えるまでに成長しています。

本PDFは著者物のため、掲載内容を無断で複写（コピー）・転載・販売することを禁じます。

月刊 化学物質管理サンプル記事
HPはこちら https://johokiko.co.jp/chemmaga/
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事業の柱となるのは、印刷インキや包装材を扱う

「パッケージング&グラフィック事業部門」。主とし

て有機顔料を扱う「カラー &ディスプレイ事業部門」。

そして、合成樹脂や樹脂・エンプラのコンパウンドを

扱う「ファンクショナルプロダクツ事業部門」。最後

に、新たな事業の探索を進める「新事業統括本部」の

四つの部門です。

また、当社は 62 の国と地域に展開し、185 のグルー

プ会社を有しております。海外従業員は約 1 万 6 千人

強、売上高の約 7 割が海外から生み出されるなど、グ

ローバルな事業展開が当社の大きな特徴です。

グローバルに事業展開をしているということが、化学

物質管理への取り組みにも、とても大きな影響を与え

ています。本日は、そうしたところもお話しできれば

と考えています。

DICにおける化学物質管理の考え方と業務内容

――　ありがとうございます。つづいて、御社におけ

る化学物質管理の考え方についてご紹介いただけます

でしょうか。

井上　当社の化学物質管理においては、やはりコンプ

ライアンスを最重視しております。かつて当社のトッ

プがコンプライアンスと会社の利益が相反することが

あれば、迷うことなくコンプライアンスを選びなさい

と宣言してくれたことも大きいです。特に日本国内で

は、コンプライアンスに対する社員の意識はとても高

いのではないかと思います。わたし自身、当社の化学

物質管理業務に 20 年ほど従事しているのですが、当

時と比べると隔世の感があります。翻ってわたしたち

化学物質管理に携わる者の責任も非常に重くなってき

ているということもいえるかと思います。

ちなみに、当社において日本を含むアジア、パシ

フィック地域の化学物質管理を担うのは、いまわたし

が所属している本社のコーポレート部門であるレスポ

ンシブルケア部です。一方、欧米につきましては、子

会社であるサンケミカルの Regulatory Affairという部

署が担当しています。われわれのカウンターに当たる

組織です。さまざまな課題に対して、お互いに連携し

ながら対応しています。本日メイントピックとしてご

紹介する情報管理システムについても、密接な関係に

あるといえます。当社は CIGNASというシステムを運

用しておりますし、サンケミカルも同様のシステムを

運用しています。

――　御社における化学物質管理の主な内容として

は、どのような業務があるのでしょう。

井上　まず、国内外の化学品に関わる法規制のウォッ

チングということが挙げられます。それから、どこ

かの国で法律が改正された・新設されたという場合

に、当社のビジネスへのインパクトを分析した上で対

応方針を決定し、海外を含む各グループ会社に向けて

指示を出すということをいたしております。また、そ

うした対応方針を化学物質情報管理システムである

CIGNASへ落とし込むための検討など、システムの運

営管理に取り組んでいます。

加えて、最近では法規に関する社員教育にも注力して

います。やはりここがしっかりしていないと、何か間

違いがあったときにも気づくことができないというこ

とになりますので、大切な業務です。関連する話題を

ご紹介すると、当社には化学品の輸出入に関する社内

ライセンス制度があります。輸入に従事するならば輸

入業務の必須知識を身に着けてもらっていますし、輸

出に従事するならば安全保障貿易といったところにも



8 Chemical  Management　 2025. Feb

インタビュー

焦点を当て、外為法など輸出業務の必須知識を身に着

けてもらっています。

講義を受け、テストを受け、ライセンスを付与される

というかたちの制度で、このライセンスを保持してい

なければ、輸入や輸出の業務に就くことはできません。

――　御社での SDSの作成はどのように対応なされて

いるのでしょうか。

井上　当社の場合、技術部門が担当していることが多

いです。自分の担当製品の SDSは自分で作るという

スタイルです。また各国への化学物質の登録について

も、インベントリを調べたりということを含め技術部

門で対応しています。もちろん、たとえばコンサルさ

んに外注をお願いしなさいなど、その方法や方針につ

いてはレスポンシブルケア部が指定して決めているの

ですが、実務に関しては基本的に技術部門が対応して

います。

化学品情報技術センター
技術部門における化学物質管理

――　技術部門のご所属でも、皆様法規にお詳しいと

いうことでしょうか。

井上　いえ。最低限知っておくべき内容はおさえても

らっていますが、一般の技術者は必ずしも深い法規制

の知見を持っているわけではありません。やはり新し

い製品を世に出してこその技術者です。今後のビジネ

スを拓いていくというミッションがあるなかで、法規

制の勉強に割ける時間は限られます。

その代わりに、当社では技術部門のトップである技術

統括本部長直轄の化学品情報技術センターという部署

を設けています。こちらに法規制の知識を持った人員

を配置して実務に当たってもらっています。われわれ

レスポンシブルケア部から発出した様々な通達が技術

部門で適切に実行されるよう、センターが各製品群へ

の落とし込みを行うなど密接に関わりを持っていま

す。

なお、化学品情報技術センターには、法規制の知識が

深く SDSの対応にも詳しい人材が集まっていますの

で、当社の化学物質情報管理システムである CIGNAS

の構築・運営にも、GCIPというプロジェクトを通じて、

ユーザー視点で関与してもらっています。こちらのプ

ロジェクトについては後ほど詳しくお話しします。

――　化学品情報技術センターには、基本的には技術

部門出身の方々が所属なされているというイメージで

しょうか。

井上　いろいろなパターンがあります。たしかに技術

部門から異動するというケースが多いのですが、最近

ではそれだけでは人員が不足してしまいますので、中

途社員を積極的に採用しています。

実はわたしも、元々技術部門の出身で化学品情報技術

センターに所属していました（当時はもっと組織が小

さく化学品技術情報グループという名称でした）。わ

たしの場合はそこからさらに、コーポレート部門であ

る本社のレスポンシブルケア部に異動することになる

わけです。
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はじめに

  日本では 2020年 6月に食品包装用樹脂のPL（Positive 

List）制度が施行されたが、いよいよ 5 年間の経過措置

期間が終わり、2025年月 6月 1日から完全施行となる。

同時に、2023 年 11 月に告示された改正 PLも施行と

なる。樹脂の PLは、食品包装材料の規制の根幹とな

る規定であり、欧米中を初め多くの国は既に制定済で

あるが、日本は、後追いながらようやく国際レベルに

近付いたことになる。告示後の約 5年間、消費者庁（以

前は厚労省）は業界への説明会を開催したが、未だ末

端への浸透が不十分な面があり、著者が講師を務める

セミナーでも多くの質問が寄せられている。特に海外

樹脂メーカーから PL適合証明書の入手は苦労が多い

ようである。又、改正 PLは、日本独自のローカルルー

ルもあり、国際的整合化の観点からは課題が残りそう

である。本稿は、これら PL制度化の最新動向と企業

の対応・注意点に関し紹介する。

1. 日本の食品包装規制の仕組み 1）

　食品包装に関する根幹的な規格基準は、告示

第 370 号であり、その概要を図表 1 に示す。2020 年

6 月に合成樹脂の PL制度は永年の業界自主基準から

国の制度に移行し、この結果従来からある器具・容器

包装の規格に新たに原材料の規格（PL）が加わり、体

系的には漸く国際レベルになったことになる。更に

2020 年 12 月には従来独立してあった乳製品対象の乳

等省令が告示第 370 号に統合されている。

　食品衛生法の規制対象は、図表 2 に示すように食品

と接触する器具・容器包装である。容器は入れるもの、

包装は包むものとの定義であり判り易いが、質問が多

いのは器具である。家庭で使うまな板、包丁以外にも、

食品工場におけるタンク、フィルター、ベルト等の食

品と直接接触するものは対象となる。金属タンクでも

内面に樹脂コーティングする場合は、その樹脂が規制

対象となるので注意が必要である。

　一方、図表 3 に示すように、印刷インキ、接着剤、

紙の 3 材料は国の基準がなく、関連業界団体が NL

（Negative List）を制定している。ここで、PLとは個別

に添加剤等の化学物質のリスク評価を行い、その結果

認可された物質のリストであり、メーカーはこの収載

物質を使用する法的義務を負うことになる。又、NLは、

意図的には使用しない発がん性物質や重金属等の有害

物質をリストにしたものであるが、購入者にとっては

間接的な安全証明となる。世界の化学物質のリスク管

理の基本は、PLである。

特集 1

食品包装用樹脂に関する日本のポジティブリスト制度

～最近の動向を踏まえた企業の対応と注意点～　

西包装専士事務所　代表

西　秀樹 （にし　ひでき）
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図表 1　食品衛生法の概要

法規制 規格の対象

「食品・添加物等の規格基準」
: 昭和 34年 12月 28日、厚生省告示第 370号
 （2020年 12月、（旧）乳等省令を統合）

・ 原材料 :2020年、合成樹脂はPL制度導入
・ 器具・容器包装 :4材料の規格あり
 合成樹脂、ガラス等、金属、ゴム。紙の規制なし。

図表 2　食品衛生法の規制対象（器具及び容器包装）

分類 規制対象となる製品事例

器具
utensils

製造加工用 製造装置、加工装置、ベルト、コンベアー、パイプ

貯蔵運搬用 タンク、バケツ、コンテナ、BIB、フィルター

調理用 鍋、釜、まな板、包丁、ポット、炊飯器、ミキサー

飲食用 茶碗、箸、鉢、皿、コップ、醤油差し、弁当箱

陳列販売用 トレー、籠、秤、手袋、敷き紙

容器 containers 袋、ビン、缶、箱、カップ、トレイ、チューブ、栓

包装 packaging ラップフィルム、チューブ、包装紙、アルミホイル

図表 3　日本の主な業界自主基準

対象材料 自主基準（規格） 制定団体

合成樹脂 ポリオレフィン等合成樹脂製食品容器包装に関す
る自主基準 : 色材の PL

食品接触材料安全センター

印刷インキ 印刷インキに関する自主基準（NL） 印刷インキ工業連合会

ラミネート用接着剤 食品包装材料用接着剤に関する自主規制（NL） 日本接着剤工業会

紙・板紙 食品に接触することを意図した紙・板紙の自主基
準。重金属の規格とNLあり。

日本製紙連合会
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1. 難燃剤規制動向の概要

　世界の難燃剤規制に関しては欧州（以下 EU）がそ

の規制内容提案において 2000 年以降リードし続け

ている。1 章では 2020 年までの EUと EUから波及し

た国際条約による難燃剤規制動向概要について及び

2020 年以降の EU REACH、EUエコデザイン規則によ

る規制動向概要を説明する。

1.1　2020 年までの EU及び国際条約による規

制動向概要

　EUでは 2006 年に RoHS指令において PBDEs（ポリ

ブロモジフェニルエーテル類）、PBB（ポリ臭化ビフェ

ニル）の電気・電子機器への含有規制、また EUの提

案により 2009 年に国際条約である POPs条約におい

て HBB（ヘキサブロモビフェニル）、PBDEsが規制さ

れた。その後の HBCD（ヘキサブロモシクロドデカ

ン 2013 年）、DBDE（デカブロモジフェニルエーテル

2017 年）、SCCP（短鎖塩素化パラフィン 2017 年）の

POPs規制開始も EUもしくは EU加盟国の提案である。

EU・EU加盟国が POPs規制提案ができる理由として、

提案に必要な毒性試験、環境モニタリング等を提案以

前から積極的に実施してきたからである。

1.2　2020 年以降の EU REACH規則の下での

規制動向概要

　2020 年以降の難燃剤規制の方向付けに大きな影響

を与えたのが 2019 年 12 月に EU委員会が発表した

グリーンディール 1）である。グリーンディールとは

図表 1 に示すように 2050 年までに温室効果ガスを実

質ゼロにする具体的目標の下、そのための EUの環境

政策の全体像を示したものである。図表 1 のようにそ

の具体的施策の 1 つである “汚染をなくす “の中で化

学物質については①～③の内容が示された。

　これら 3 つの内容が図表 2 のように 2020 年 10 月

に EU委員会が発表した「持続可能な化学物質戦略

（Chemicals Strategy for Sustainability Toward a Toxic-

Free Environment2） 略称 :C.S.S.）」の主な内容としてそ

のまま受け継がれ、それらの具体的方策が示された。

“危険化学品からの市民の保護”についての方策は、“環

境と健康への差し迫った懸念に対処する強力な EUの

法的枠組み作り ”が言及され、具体的には指定毒性を

持つ化学物質を優先しその類似化学物質構造を持つ化

学物質群も加えてグループとして一挙に規制する案が

示された。

特集 2

難燃剤に関する世界の規制動向
～最近の動向と 2025 年以降の注目点～

オフィス　ヴィエイエ シガラ

代表　渋谷　孝二 （しぶや　こうじ）
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　“環境と健康への差し迫った懸念に対処する強力な

EUの法的枠組み作り ”についてより具体化した内容

が 2022 年 4 月に EU委員会が発表した「REACH制限

ロードマップ 3）」である。図表 3 に示すように REACH

制限ロードマップは、REACH規則の下で制限物質と

して検討すべき物質グループの優先順位を決めるロー

ドマップで、その目的は 1）～ 3）のようであり、特に

検討物質に関わるステークホルダーへ規制検討内容の

現状・今後についての明瞭な情報提供をするため検討

段階の明示（プールリスト化）も用いている。難燃剤

についてはプール 0 に塩素系難燃剤である中鎖塩素化

パラフィン（MCCP）があり、既に REACH制限物質と

しての検討プロセスに入っていることを示している。

MCCPについては後で述べる国際条約である POPs規

制でも 2025 年 5 月の COP12 で廃絶指定される可能性

が大きい。REACH制限ロードマップのプール 1 にあ

る難燃剤全般では臭素系、リン系難燃剤など複数グ

ループが含まれ、また 2022 年中に難燃剤規制の全体

戦略を公表することが示された。

　その難燃剤規制の全体戦略は、2023 年 3 月に EU委

員会が発表した「難燃剤規制戦略（Regulatory strategy 

for flame retardant） 4）」である。図表 4 にその概要を

示す。難燃剤規制戦略の内容①～③はそれぞれ重要

であり、①は REACH登録文書に記載された物質の用

途が “難燃剤 ”である物質を抽出、構造・構成原子か

ら 4 分類に分けたこと、②は分類毎に代表的物質から

グループを作成し簡易的リスク評価（登録トン数帯×

用途による暴露推定）を実施したこと、③は②の結果

より芳香族臭素系難燃剤（Aromatic Brominated Flame 

Retardants 以下 ABFR）のグループを優先して 2024 年

末までに REACH制限物質として規制検討を進めるか

どうか判断すべくデータ取りを実施するアクションプ

ランを示している。その他の難燃剤分類については

2025 年以降再度検討すると言及している。

図表 1　グリーンディール政策とは ?

図表 2　C.S.S. 持続可能な化学物質戦略とは ?

２０１９年１２月 欧州委員会が提案  

目標：2050年までに温室効果ガスを実質ゼロ 
内容：目標に向けたEUの環境政策の全体像 

環境政策の具体的施策の１つとして

背景：異常気象が発生。環境施策転換が必要

汚染をなくす クリーンな水
XXXXX 

XXXXX 

マイクロプラスチック汚染削減

クリーンな大気

化学物質 ①危険化学品からの市民の保護

②持続可能な代替品の一層の開発

③市場投入される物質評価に関する規制の改善

19年12月 グリーンディールの「汚染をなくす」具体策 

Chemicals Strategy for Sustainability 
Towards a Toxic-Free Environment 

2020年10月 EU委員会が発表  

略称：C.S.S.

①危険化学品からの市民の保護

②持続可能な代替品の一層の開発

③市場投入される物質評価に関する規制の改善
例として1 Substance 1 Assessmentの導入による効率化

主内容：

環境と健康への差し迫った懸念に対処する強力なEUの法的枠組み作り 

背景：
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1. はじめに     
～ CE政策のレビュー報告書から～

　欧州委員会と密接な関係のある欧州環境機構は、

2024 年 3 月、EUのサーキュラーエコノミー（以下、

CE）の現状と展望に関する報告書「欧州におけるCEの

加速 現状と 2024 年の展望」を発表した。同報告書は、

欧州における CEの現状について説明した後、EUにお

ける今後の課題について次のように概説している。

　EUの CE政策は、経済成長を資源消費から切り離

す政策的な目標、いわゆる、デカップリングに関し

て、廃棄物の発生量の減少など、一定の成果を上げ

ている。欧州統計局のデータを見ても、2010 年から

2020 年までに、EU27 カ国におけるGDP成長率は 6 %

であったが、1 人当たりの廃棄物発生量は 4.2 %減少

した。

（公財）日本生産性本部　コンサルティング部
エコ・マネジメント・センター長

上智大学大学院　地球環境学研究科　非常勤講師
喜多川　和典 （きたがわ　かずのり）

　しかし、EUで使用される製品・材料の多くが EU外

からの輸入に依存している。外部依存を減らすのは重

要であっても限界があるため、次の二つの政策を重視

する必要がある。一つは、耐久性のある製品を利用し、

すでに EU域内に存在する製品・材料の使用強度を大

幅に高めること。もう一つは、使用済みになった製品

を高品質な二次材として生産用途に戻すことである。

　しかしながら、今後の予測では、2030 年までに自

治体廃棄物の 60 %を材料リサイクルするという拘

束力のある目標値を達成したとしても、現状から、

処分される自治体廃棄物（焼却および埋立処分）を

5,700 万 tにまで削減する目標に対して 2,300 万 t以上

も上回る可能性がある。この廃棄物の削減目標に到達

するには、自治体廃棄物の材料リサイクルを 2030 年

までに 72 %にまで引き上げる必要がある。しかしな

がら 60 %の材料リサイクル目標値であってもこれま

欧州のサーキュラーエコノミーの動向
～昨年の振り返りと新年の動き～

昨年は議会選挙をはじめ欧州では様々な動きが見られました。サーキュラーエコノミーに関する観点でも

欧州発の EVバッテリー生産・リサイクルを担う期待の星であったノースボルトの経営破綻の衝撃があり、

一年の終盤の出来事として記憶に新しいところです。これから欧州はどのような道を辿って行くのでしょう ? 

2 月号では本誌でもおなじみの喜多川氏から 2024 年を振り返って最重要のトピックスを解説していただきま

した。欧州の 2025 年における施策動向を探るヒントとして是非ご一読ください。

F cus
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リレー連載　各社の化学物質管理

第 98回

第五電子工業の化学物質管理

さらに、国内法の有機溶剤に関する対応や直接人体に

与える影響等は安全衛生委員会で対応することとなっ

た。

2. 当社の方針

　地球環境保全や人体への影響等も考慮した各規制の

禁止・制限物質の対応は言うまでもなく、人体に悪影

響を及ぼす物質の全廃や制限、適切な処置を施す等の

対策を講じている。近年、日本の規制強化が図られた

溶接ヒューム対策や有機溶剤対策も安全衛生委員会を

通じて強化を図っている。具体的な施策はのちに述べ

るとして、化学物質管理は、製品の含有物質管理と製

造に使用する化学物質の管理という 2 つの異なる性質

に分類することができる。

～　各社の化学物質管理　～

リレー連載

（株）第五電子工業

代表取締役　水田　光臣 （みずた　みつおみ）

1. 化学物質管理を初めた経緯

　当社で化学物質管理を始めたきっかけは、EU（欧州

連合）の RoHS指令に対応するためであった。当時は、

RoHS禁止 6 物質の全廃と調査を行うことから始めた。

金属製品を手掛けている当社にとっては、鉛、カドニ

ウム、六価クロムが対象となっていた。鉛は接合に使

用する半田に含有している。カドミニウムは銅合金に

含有、六価クロムは亜鉛メッキに含有している。各材

料メーカーが EU輸出に対応するために RoHSフリー

の材料開発を開始し、当社も新素材での試作を実施し

切り替えを行った。その後客先である大手半導体メー

カーからの調査依頼が頻繁に発生したために、化学物

質管理を行う部署を新設し対応することとし、現在で

も定期的に調査依頼が来ている。その後は RoHS指令

も世界中に広まり、新たに REACH規制や紛争鉱物規

制等あらゆる規制のニーズに対応するようになった。



海外を中心に、必要な化学物質規制や関連情報を、
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